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復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月26日 設置の有無： 令和元年年12月時点
（単位：千円）

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額を減

前回まで (11,600) (0) (11,600) (11,600) (0)

今回 0 0 0 0 0

計 ＜11,600＞ ＜0＞ ＜11,600＞ ＜0＞ ＜11,600＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

前回まで

(1,185,873) (0) (1,185,873) (378,705) (807,168) (△68,392)

今回

0 0 0 0

計

＜1,185,873＞ ＜0＞ ＜1,185,873＞ ＜0＞ ＜378,705＞ ＜807,168＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△68,392＞

前回まで

(36,000) (0) (36,000) (36,000) (△7,369)

今回

0 0 0 0 0

計

＜36,000＞ ＜0＞ ＜36,000＞ ＜0＞ ＜36,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△7,369＞

前回まで (35,000) (0) (35,000) (35,000) (0)

今回 0 0 0 0

計 ＜35,000＞ ＜0＞ ＜35,000＞ ＜0＞ ＜35,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

前回まで

(3,802,000) (0) (3,802,000) (3,111,000) (691,000) △38,468

今回

0 0 0

計

＜3,802,000＞ ＜0＞ ＜3,802,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜3,111,000＞ ＜691,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△38,468＞

前回まで

(1,209,300) (0) (1,209,300) (110,000) (1,099,300) (△248,000)

今回

0 0 0

計

＜1,209,300＞ ＜0＞ ＜1,209,300＞ ＜0＞ ＜110,000＞ ＜1,099,300＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△248,000＞

前回まで

(58,708) (0) (58,708) (52,784) (5,924) (△41,384)

今回

0 0 0

計

＜58,708＞ ＜0＞ ＜58,708＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜52,784＞ ＜5,924＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△41,384＞

前回まで
(71,718) (0) (71,718) (71,718) (△902)

今回
0 0 0

計
＜71,718＞ ＜0＞ ＜71,718＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜71,718＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△902＞

前回まで

(19,245) (0) (19,245) (19,245) (△10,565)

今回

0 0 0

計

＜19,245＞ ＜0＞ ＜19,245＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜19,245＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△10,565＞

～ 25

事業番号
（注１）

A

D

D

-

-

-

1

1

1

0 35,000

0 1,117,481

0 28,631

0 35,000

0 3,763,532

0 961,300

0 17,324

0 70,816

0 8,680

24 ～ 26

備　考（注７）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

直接 1,117,481 24 ～ 27

No. 事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接

大崎市

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

各年度の交付対象事業費　（注４）

事業間流用
額

基金設置の時期： 有

交付
団体

1 埋蔵文化財発掘調査事業 大崎市古川地域 市 市 直接

全体事業
期間

（注６）

24 ～ 2735,000

2

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

7 1 災害公営住宅外構整備事業 大崎市古川地域 市 市 直接 17,324 25 ～-

4 地域資源利活用施設整備事業（用地造成） 大崎市古川地域 市 市 直接

◆

C

D

-

-

1

2

3 都市防災総合推進事業 大崎市古川地域 市 市 直接 28,631 24

5 災害公営住宅整備事業（買い取り） 大崎市古川地域 市 市 直接 3,763,532 24 ～ 27

C

D

-

-

1

2

35,000

6 地域資源利活用施設整備事業（施設整備） 大崎市古川地域 県 市 間接 961,300 24 ～ 27

4 -

4 -

20 -

1 -

4 -

4 -

4 - 27

災害公営住宅整備事業（建設）
大崎市鹿島台地
域・田尻地域

市 市

25 ～ 27

8 ◆ D - 4 - 2 - 2 ふれあい広場整備事業 大崎市古川地域 市 市 直接 70,816 25 ～ 26

9 ◆ D - 4 - 1 - 1 災害公営住宅外構整備事業（建設） 大崎市古川地域 市 市 直接 8,680

完了

完了
【他事業へ流用】（平成29年10月5日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H25]29,018千円（国費：25,390千円）【建物建
設費】
流用後交付対象事業費：1,156,855千円（国費：
1,012,247千円）

【他事業へ流用】（平成30年10月9日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H25]39,374千円（国費：34,453千円）【建物建
設費】
流用後交付対象事業費：1,117,481千円（国費：
977,794千円）

完了
【他事業へ流用】（平成29年10月5日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H24]7,369千円（国費：5,526千円）
流用後交付対象事業費：28,631千円（国費：21,474千
円）

【他事業へ流用】（平成30年10月9日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H24]0千円（国費：2千円）
流用後交付対象事業費：28,631千円（国費：21,472千
円）

完了

完了
【他事業へ流用】（平成28年10月1日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H26]38,468千円（国費：33,660千円）【建物購
入費】
流用後交付対象事業費：3,763,532千円（国費：
3,293,088千円）

【他事業へ流用】（平成30年10月9日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地区・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H26]0千円（国費：2千円）【建物購入費】
流用後交付対象事業費：3,763,532千円（国費：
3,293,086千円）

完了

No.6事業の変更
【他事業へ流用】(平成３０年１０月１０日)
流用先：七ヶ浜町C-1-3_農山漁村地域復興基盤
総合整備事業(復興基盤総合整備事業)七ヶ浜町
流用額：248,000千円(国費：[H23年度(繰越)補
正]186,000千円)
流用後交付対象事業費：961,300千円(国費：
720,975千円)

完了
【他事業へ流用】（平成29年10月5日）
流用先：D-6-1東日本大震災特別家賃低減事業（古
川地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H25]13,595千円（国費：10,875千円）【外構整
備費】
流用後交付対象事業費：45,113千円（国費：36,091千
円）

【他事業へ流用】（平成30年10月9日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H25]27,789千円（国費：22,233千円）【外構整
備費】
流用後交付対象事業費：17,324千円（国費：13,858千
円）

完了
【他事業へ流用】（平成29年10月5日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H25]902千円（国費：721千円）
流用後交付対象事業費：70,816千円（国費：56,653千
円）

完了
【他事業へ流用】（平成29年10月5日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H25]10,565千円（国費：8,452千円）
流用後交付対象事業費：8,680千円（国費：6,944千円）

【他事業へ流用】（平成30年10月9日）
流用先：D-5-1災害公営住宅家賃低廉化事業（古川
地域・鹿島台地域・田尻地域）
流用額：[H25]0千円（国費：2千円）
流用後交付対象事業費：8,680千円（国費：6,942千円）



Ｖｏｌ．２

復興交付金事業計画　復興交付金事業等

平成24年3月26日 設置の有無： 令和元年年12月時点
（単位：千円）

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額

うち、特定市町
村又は特定都
道県以外の者
が負担する額を
減じた額

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額

うち、特定市
町村又は特
定都道県以
外の者が負
担する額を減

事業番号
（注１）

備　考（注７）
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

（様式１－２）

No. 事業名
（注２）

地区名
施設名

事業
実施
主体

直接／間接

大崎市

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

各年度の交付対象事業費　（注４）

事業間流用
額

基金設置の時期： 有

交付
団体

全体事業
期間

（注６）

総交付対象
事業費
（注３）

全体事業費
（注５）

前回まで (6,389) (3,195) (3,194) (6,389) (0)

今回 0 0 0

計 ＜6,389＞ ＜3,195＞ ＜3,194＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜6,389＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

前回まで

(314,217) (0) (314,217) (57,844) (250,067) (0) (3,680) (2,626) (149,076)

今回

2,405 0 2,405 0 0 0 0 2,405

計

＜316,622＞ ＜0＞ ＜316,622＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜57,844＞ ＜250,067＞ ＜0＞ ＜3,680＞ ＜0＞ ＜2,626＞ ＜2,405＞ ＜149,076＞

前回まで
(87,351) (0) (87,351) (7,365) (31,927) (2,527) (29,631) (15,901) (14,501)

今回
6,522 0 6,522 0 0 0 0 0 6,522 0

計
＜93,873＞ ＜0＞ ＜93,873＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜7,365＞ ＜31,927＞ ＜2,527＞ ＜29,631＞ ＜0＞ ＜15,901＞ ＜6,522＞ ＜14,501＞

前回まで (24,680) (0) (24,680) (24,680) (0)

今回 93,936 0 93,936 0 93,936 0

計 ＜118,616＞ ＜0＞ ＜118,616＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜24,680＞ ＜93,936＞ ＜0＞

前回まで (6,862,081) (3,195) (6,858,886) (0) (571,305) (5,161,215) (768,522) (281,994) (2,527) (33,311) (0) (43,207) (0) (△251,503)

今回 102,863 0 102,863 0 0 0 0 0 0 0 0 0 102,863 0

計 ＜6,964,944＞ ＜3,195＞ ＜6,961,749＞ ＜0＞ ＜571,305＞ ＜5,161,215＞ ＜768,522＞ ＜281,994＞ ＜2,527＞ ＜33,311＞ ＜0＞ ＜43,207＞ ＜102,863＞ ＜△251,503＞

前回まで (5,652,781) (3,195) (5,649,586) (0) (461,305) (4,061,915) (768,522) (281,994) (2,527) (33,311) (0) (43,207) (0) (△3,503)

今回 102,863 0 102,863 0 0 0 0 0 0 0 0 0 102,863 0

計 ＜5,755,644＞ ＜3,195＞ ＜5,752,449＞ ＜0＞ ＜461,305＞ ＜4,061,915＞ ＜768,522＞ ＜281,994＞ ＜2,527＞ ＜33,311＞ ＜0＞ ＜43,207＞ ＜102,863＞ ＜△3,503＞

前回まで (1,209,300) (0) (1,209,300) (0) (110,000) (1,099,300) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (△248,000)

今回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 ＜1,209,300＞ ＜0＞ ＜1,209,300＞ ＜0＞ ＜110,000＞ ＜1,099,300＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△248,000＞

前回まで (6,706,021) (0) (6,706,021) (0) (571,305) (5,017,468) (756,209) (281,994) (2,527) (33,311) (0) (43,207) (0) (△198,652)

今回 102,863 0 102,863 0 0 0 0 0 0 0 0 0 102,863 0

計 ＜6,808,884＞ ＜0＞ ＜6,808,884＞ ＜0＞ ＜571,305＞ ＜5,017,468＞ ＜756,209＞ ＜281,994＞ ＜2,527＞ ＜33,311＞ ＜0＞ ＜43,207＞ ＜102,863＞ ＜△198,652＞

前回まで (156,060) (3,195) (152,865) (0) (0) (143,747) (12,313) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (△52,851)

今回 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 ＜156,060＞ ＜3,195＞ ＜152,865＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜143,747＞ ＜12,313＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜△52,851＞

宮城県

大崎市

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「総交付対象事業費」、「各年度の交付対象事業費」、「事業間流用額」欄の上段（　）書きは、前回までに配分された額等を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（注４）「各年度の交付対象事業費」欄の中段の計数は、様式1-4の「交付対象事業費（b）」欄と必ず一致させること。

（注５）「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。なお、事業間流用を行った場合は必ず流用後の全体事業費を記載する。

（注６）「全体事業期間」は、平成32年度までの事業期間を記載をする。

（注７）年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「事業間流用額」欄には流用額を、「備考」欄には年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載し、必ず様式3との整合を図ること。

（注８）担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。

3,195 100,014

3,195 6,733,646

3,195 5,772,346

0 961,300

0 6,633,632

災害公営住宅家賃低廉化事業
大崎市古川地
区・鹿島台地域・
田尻地域

市 市 直接

- 2
災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更
分）

大崎市古川地
区・鹿島台地域・
田尻地域

市町村名

都道県名 担当部局名

電話番号

市民協働推進部政策課

D - 5 - 1

０２２９－２３－２１２９

（うち効果促進事
業 等 ）

6,736,841

5,775,541

961,300

6,633,632

103,209

　　　　

10 ◆ C

合　　 計

（ う ち県 交付 分）

（ う ち基 幹事 業）

11

市 市 直接

12 D

13 D - 5 118,616 31 ～

（うち市町村交付
分 ）

3,195 3,194

0 465,698

0 108,374

0 118,616

- 4 - 1 - 1
地域資源利活用施設整備事業（荷受機材整
備）

大崎市古川地域 市 市 直接 6,389 26 ～ 26

465,698 26 ～ 32

- 6 - 1 東日本大震災特別家賃低減事業
大崎市古川地
区・鹿島台地域・
田尻地域

市 市 直接 108,374 26 ～ 32

32

完了

【他事業より流用】（平成28年10月1日）
流用元：D-4-2災害公営住宅整備事業（買い取り）（古
川地域）
流用額：[H26]38,468千円（国費：33,660千円）【建物購
入費】
流用後交付対象事業費：350,059千円（国費：306,301
千円）

【他事業より流用】（平成29年10月5日）
流用元：D-4-1災害公営住宅整備事業（建設）（鹿島
台地域・田尻地域）、D-20-1都市防災総合推進事業
（古川地域）、◆D-4-2-2ふれあい広場整備事業（古
川地域）、◆D-4-1-1災害公営住宅外構整備事業（古
川地域）
流用額：45,817千円（国費：40,089千円（D-4-1より
[H25]25,390千円、D-20-1より[H24]5,526千円、◆D-
4-2-2より[H25]721千円、◆D-4-1-1より[H25]8,452
千円））
流用後交付対象事業費：395,876千円（国費：346,390
千円）

【他事業より流用】（平成30年10月9日）
流用元：D-4-1災害公営住宅整備事業（建設）（鹿島
台地域・田尻地域）、D-20-1都市防災総合推進事業
（古川地域）、D-4-2災害公営住宅整備事業（買い取
り）（古川地域）、◆D-4-2-1災害公営住宅外構整備
事業（古川地域）、◆D-4-1-1災害公営住宅外構整備
事業（古川地域）
流用額：64,791千円（国費：56,692千円（D-4-1より
[H25]34,453千円、D-20-1より[H24]2千円、D-4-2より
[H26]2千円、◆D-4-2-1より[H25]22,233千円、◆D-
4-1-1より[H25]2千円））
流用後交付対象事業費：460,667千円（国費：403,082
千円）

【他事業より流用】（平成29年10月5日）
流用元：◆D-4-2-1災害公営住宅外構整備事業（古
川地域）
流用額：[H25]14,501千円（国費：10,875千円）
流用後交付対象事業費：85,951千円（国費：64,461千
円）

メールアドレス

担当者氏名 氏家伸一

seisaku@city.osaki.miyagi.jp

mailto:seisaku@city.osaki.miyagi.jp


 

（様式１－３） 

大崎市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和元年１２月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 12 事業名 東日本大震災特別家賃低減事業 事業番号 Ｄ-６-１ 

交付団体 大崎市 事業実施主体（直接/間接） 大崎市 

総交付対象事業費 ９３，８７３（千円） 全体事業費 １０８，３７４（千円） 

事業概要 

災害公営住宅の建設に伴い，入居者のうち特に住宅に困窮する低額所得者に対し，居住の安定確保を図る

目的のため，家賃の減額を実施するものである。 

 平成３１年度事業対象件数     97戸   対象事業費  16,536千円 

 令和 ２年度事業対象件数    136戸   対象事業費  19,263千円 

 交付金執行残額                      29,277千円 

 交付金申請額                          6,522千円 

（平成 31年度対象事業費 ＋ 令和元年度対象事業費 － 復興交付金残額） 

 全体事業費変更 121,544→108,374 

 

【大崎市震災復興計画の位置づけ】 

 １）生き生きとした暮らしの再建  １）被災者の生活再建支援  ③市営住宅の整備 

    

当面の事業概要 

 東日本大震災特別家賃低減化事業対象者 

住宅名 戸数 入居時期 
対象戸数 住宅別の事業費 

Ｈ31 R2 H31(千円) R2(千円) 

古川七日町 30 平成 27年 2月 19 28 3,348 3,849 

古川駅東 35 平成 26年 11月 24 32 3,968 4,518 

古川駅前大通 35 平成 26年 11月 23 30 3,818 4,179 

古川十日町 20 平成 27年 7月 12 18 2,016 2,612 

鹿島台姥ケ沢 45 平成 27年 7月 16 24 2,914 3,543 

田尻沼部  5 平成 26年 9月 3 4 472 562 

合  計 97 136 16,536 19,263 

 

特別家賃低減措置 

 東日本大震災の被災者のうち，特に低所得な入居者の家賃負担について更に軽減する。 

 対象となるのは，収入 8 万円以下の被災者が入居している災害公営住宅で，入居者負担基準額と特定入

居者負担基準額の差額が対象となる。 

 この特定入居者負担基準額は特に収入の低い方を対象に，入居者負担基準額から更なる減額家賃を設定

となる。 

東日本大震災の被害との関係 

 本市において，被災した家屋は，全壊 583 世帯，大規模半壊 232 世帯，半壊 2,177 世帯の合計 2,992 世

帯となっており，現在（R1.7 月末時点）のみなし仮設住宅（民間借り上げ賃貸住宅等）入居世帯数は 2 世

帯となっている。（本市のみなし仮設住宅供与期間は終了しているため全て他市被災者） 



 

（参考：古川地域 2世帯） 

震災後 7 年を経過し今後も被災者が退去を見据えて住宅問題の不安を抱えることの無いよう，本市事業

の重要性を踏まえながら，引き続き低廉な家賃で住宅を提供し，生活再建を支援するものである。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

災害公営住宅整備事業 

災害公営住宅外構整備事業 

 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 



 

（様式１－３） 

大崎市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和元年１２月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 11 事業名 災害公営住宅家賃低廉化事業 事業番号 Ｄ-５-１ 

交付団体 大崎市 事業実施主体（直接/間接） 大崎市 

総交付対象事業費 ３１６，６２２（千円） 全体事業費 ４６５，６９８（千円） 

事業概要 

災害公営住宅の家賃の低廉化に係る事業を行う。 

 平成３１年度事業対象件数    125戸   対象事業費  73,870千円 

 令和 ２年度事業対象件数     42戸   対象事業費   9,704千円 

 交付金執行残額                       81,169千円 

 交付金申請額                        2,405千円 

（平成 31年度対象事業費 ＋ 令和 2年度対象事業費 － 復興交付金残額） 

 全体事業費変更 472,933→465,698 

 

【大崎市震災復興計画の位置づけ】 

 １）生き生きとした暮らしの再建  １）被災者の生活再建支援  ③市営住宅の整備 

   ・仮設住宅の退去時期となる２～３年後を目標とするため，市営住宅として必要戸数を確保します。 

当面の事業概要 

 災害公営住宅家賃低廉化事業 

住宅名 戸数 入居時期 
対象戸数 住宅別の事業費 

Ｈ31 R2 H31(千円) R2(千円) 

古川七日町 30 平成 27年 2月 26 0 14,969 0 

古川駅東 35 平成 26年 11月 29 0 12,728 0 

古川駅前大通 35 平成 26年 11月 29 0 9,827 0 

古川十日町 20 平成 27年 7月 16 18 7,653 2,442 

鹿島台姥ケ沢 45 平成 27年 7月 21 24 25,782 7,262 

田尻沼部  5 平成 26年 9月 4 0 2,911 0 

合  計 125 42 73,870 9,704 

 

 被災者が災害公営住宅に入居することにより，入居者の家賃負担を軽減し本来入居者が負担する金額の

差額の支援を行う。また、その基準負担額は，入居者の収入・住宅の立地・規模・経過年数によって決定

され，対象となる住宅も収入が 158千円以下の被災者が入居している住宅となる。 

東日本大震災の被害との関係 

  本市において，被災した家屋は，全壊 583 世帯，大規模半壊 232 世帯，半壊 2,177 世帯の合計 2,992

世帯となっており，現在（R1.7 月末時点）のみなし仮設住宅（民間借り上げ賃貸住宅等）入居世帯数は 2

世帯となっている。（本市のみなし仮設住宅供与期間は終了しているため全て他市被災者） 

（参考：古川地域 2世帯） 

震災後 7 年を経過し今後も被災者が退去を見据えて住宅問題の不安を抱えることの無いよう，本市事業

の重要性を踏まえながら，引き続き低廉な家賃で住宅を提供し，生活再建を支援するものである。 

 



 

関連する災害復旧事業の概要 

災害公営住宅整備事業 

都市防災総合推進事業 

災害公営住宅整備事業 

ふれあい広場整備事業 

災害公営住宅外構整備事業(建設) 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

大崎市復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

令和元年１２月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 13 事業名 災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更分） 事業番号 Ｄ-５-２ 

交付団体 大崎市 事業実施主体（直接/間接） 大崎市 

総交付対象事業費 １１８，６１６（千円） 全体事業費 １１８，６１６（千円） 

事業概要 

災害公営住宅の家賃の低廉化に係る事業を行う。 

 平成３１年度事業対象件数    88戸   対象事業費  22,014千円 

令和 ２年度事業対象件数    136戸   対象事業費  96,602千円 

 交付金執行残額                      24,680千円 

 交付金申請額                      93,936千円 

（平成 31年度対象事業費 ＋ 令和 2年度対象事業費 － 復興交付金残額） 

全体事業費変更 121,805→118,616 

 

【大崎市震災復興計画の位置づけ】 

 １）生き生きとした暮らしの再建  １）被災者の生活再建支援  ③市営住宅の整備 

   ・仮設住宅の退去時期となる２～３年後を目標とするため，市営住宅として必要戸数を確保します。 

当面の事業概要 

 災害公営住宅家賃低廉化事業 

住宅名 戸数 入居時期 
対象戸数 住宅別の事業費 

Ｈ31 R2 H31(千円) R2(千円) 

古川七日町 30 平成 27年 2月 26 28 2,993 19,531 

古川駅東 35 平成 26年 11月 29 32 9,091 24,530 

古川駅前大通 35 平成 26年 11月 29 30 7,019 17,586 

古川十日町 20 平成 27年 7月 0 18 0 7,327 

鹿島台姥ケ沢 45 平成 27年 7月 0 24 0 21,786 

田尻沼部  5 平成 26年 9月 4 4 2,911 5,842 

合  計 88 136 22,014 96,602 

 

 被災者が災害公営住宅に入居することにより，入居者の家賃負担を軽減し本来入居者が負担する金額の

差額の支援を行う。また、その基準負担額は，入居者の収入・住宅の立地・規模・経過年数によって決定

され，対象となる住宅も収入が 158千円以下の被災者が入居している住宅となる。 

東日本大震災の被害との関係 

 本市において，被災した家屋は，全壊 583 世帯，大規模半壊 232 世帯，半壊 2,177 世帯の合計 2,992 世

帯となっており，現在（R1.7 月末時点）のみなし仮設住宅（民間借り上げ賃貸住宅等）入居世帯数は 2 世

帯となっている。（本市のみなし仮設住宅供与期間は終了しているため全て他市被災者） 

（参考：古川地域 2世帯） 

震災後 7 年を経過し今後も被災者が退去を見据えて住宅問題の不安を抱えることの無いよう，本市事業

の重要性を踏まえながら，引き続き低廉な家賃で住宅を提供し，生活再建を支援するものである。 

 



 

関連する災害復旧事業の概要 

災害公営住宅整備事業 

都市防災総合推進事業 

災害公営住宅整備事業 

ふれあい広場整備事業 

災害公営住宅外構整備事業(建設) 

 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 



平成３２年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(0)

2,405 2,405 2,104

＜2,405＞ ＜2,405＞ ＜2,104＞

(0)

6,522 6,522 4,891

＜6,522＞ ＜6,522＞ ＜4,891＞

(0)

93,936 93,936 78,280

＜93,936＞ ＜93,936＞ ＜78,280＞

(0) (0) (0) (0) (0)

102,863 102,863 85,275 0 0

＜102,863＞ ＜102,863＞ ＜85,275＞ ＜0＞ ＜0＞

宮城県 担当者氏名

大崎市 メールアドレス

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

（様式１－４）

大崎市 復興交付金事業計画

省庁名： 令和元年年12月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

 -

 直接 1/2

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

 

 市  直接 3/4

12   D  -     6  -   1

  1    災害公営住宅家賃低廉化事業
 大崎市古川地
区・鹿島台地
域・田尻地域

 市11   D  -     5

  東日本大震災特別家賃低減事業
 大崎市古川地
区・鹿島台地
域・田尻地域

 市  市

2/3  災害公営住宅家賃低廉化事業（補助率変更分）
 大崎市古川地
区・鹿島台地
域・田尻地域

 市  市  直接13   D  -     5  -   2  

氏家伸一

市町村名 電話番号 ０２２９－２３－２１２９ seisaku@city.osaki.miyagi.jp

合計額

都道県名 担当部局名 市民協働推進部政策課


